
（様式4）

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応募
者数

オンライン会議等用ネットワーク環境の
利用と再リース及び保守

契約責任者　古舘　哲
生
東京都練馬区上石神
井4-8-23

R7.6.16
コムシス通産株式会社
東京都港区白金3-21-
12

会計規程第41条第4項及び契約事務実施細
則第29条第1号

令和３年に一般競争入札により契約した案
件の再リース契約であり、他の業者からの
調達は困難であるため。また、他の業者に
よる保守や管理を委託した場合には、既存
構成の把握や設定変更に伴う作業が発生
し、初期対応コストやトラブルリスクが高まる
ことが想定されるため。

同種の他
の契約の
予定価格
を類推され
るおそれ
があるた
め公表しな
い

3,298,097 - 0

人事給与システム及びマイナンバーシス
テム用仮想サーバの構築業務

契約責任者　古舘　哲
生
東京都練馬区上石神
井4-8-23

R7.6.23

キヤノンITソリューショ
ンズ株式会社
東京都品川区東品川
2-4-11

会計規程第41条第4項及び契約事務実施細
則第29条第1号

同社は新基幹サーバの導入企業であり、当
該サーバの構築方法を熟知しており効率的
及び安全な構築が可能である。他企業へ依
頼した場合、ノウハウのない状態での構築と
なり、他稼働中の既存システムの運用に支
障が生じる可能性があるため。

同種の他
の契約の
予定価格
を類推され
るおそれ
があるた
め公表しな
い

6,409,700 - 0

人事給与システム移行及び人事給与
DB、マイナンバーDBの構築業務の委託

契約責任者　古舘　哲
生
東京都練馬区上石神
井4-8-23

R7.6.23

One人事株式会社
東京都品川区南大井
6-26-2大森ベルポート
B館8階

会計規程第41条第4項及び契約事務実施細
則第29条第1号

人事給与システム及びマイナンバーシステ
ムの開発ベンダーかつシステムの導入及び
導入後の保守の委託先であり、システムを
熟知していることから効率的な移行が可能
であり、また、導入後機構向けにカスタマイ
ズ改修を行っていることからも、当該改修部
分を含めて移行後の稼働保証ができるのは
同社だけであるため。

同種の他
の契約の
予定価格
を類推され
るおそれ
があるた
め公表しな
い

1,716,000 - 0

随意契約（物品役務等）に係る情報の公表（令和7年6月契約分）

物品役務等の名称及び数量
契約責任者の氏名及び
所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした根拠規程及び理由
予定価格

(円)
契約金額

(円)
落札率

再就職
の役員
の数

備考

公益法人の場合

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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公益法人
の区分
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都道府県
所管の区
分

応札・応募
者数

随意契約（物品役務等）に係る情報の公表（令和7年6月契約分）

物品役務等の名称及び数量
契約責任者の氏名及び
所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした根拠規程及び理由
予定価格

(円)
契約金額

(円)
落札率

再就職
の役員
の数

備考

公益法人の場合

労働政策研究・研修機構令和9年度新規
入職者採用活動に係るナビサイトへの
求人情報掲載等について（マイナビ2027
の利用）

契約責任者　古舘　哲
生
東京都練馬区上石神
井4-8-23

R7.6.30
株式会社マイナビ
東京都千代田区一ツ
橋1-1-1

会計規程第41条第4項及び契約事務実施細
則第29条第1号

現在、ナビサイト形式の掲載媒体として、マ
イナビ、リクナビが2強の状況であり、外部の
調査結果や内部での利用実績から「マイナ
ビ」が特に母集団形成に有効であることが明
確である。母集団形成時点で失敗すると、採
用の量と質どちらの担保も難しくなり、結果
として採用人数未達や質の低下という問題
が発生する。また、マイナビは応募者への自
由なファイル送信や管理項目の自由な編集
が可能であり、採用業務を効率化できる機
能を持つが、これらはリクナビに存在せず、
マイナビの利用が不可欠である。上記の理
由から、令和9年度の採用において、効果的
に母集団を形成し、効率的な採用業務を進
めるために、当機構が求める要件を備える
唯一の媒体であるマイナビを選定した。

同種の他
の契約の
予定価格
を類推され
るおそれ
があるた
め公表しな
い

1,672,000 - 0

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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